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一次判定

介
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介
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意見書の作成は市から主治医に
依頼します。

市の職員や、市から委託を
受けた調査員が本人を訪問
し、心身の状況など74項目
について、聞き取り調査を
行います。

二次判定は、一次判定の結果と主
治医の意見書などによって、総合
的に介護認定審査会が行います。
※審査会は、保健・医療・福祉の専門
家で構成されています。

介護が必要な程度に合わ
せて、有効期間と７段階
の要介護度が判定されま
す。
※認定への不服は、東京
都介護保険審査会に申
し立てをすることがで
きます。

聞き取り調査の結果を
もとに、コンピュータ
による一次判定を行い
ます。
※全国的に公平な認定
ができるように考慮
されています。

介
護
保
険
施
設
へ
入
所

7

地域包括支援センターの保健師等が中心となり、介護予防のケ
アプランを作成し、要介護状態とならないための、生活機能の
維持・向上を目的とした介護予防サービスまたは介護予防・日
常生活支援総合事業を利用できます。
※介護予防サービス計画（予防ケアプラン）の自己作成については、
市へお問い合わせください。

訪問

訪問

ケアプラン作成を
依頼する場合

居宅介護支援事業者を選んで、介護
サービス計画の作成を依頼します。
利用者の費用負担はありません。

介護サービス計画（ケアプラン）を作成します。
自分で作成することもできます（市へお問い合わせください）。

施設入所を希望する場合
施
設
と
の
契
約

自
分
で
直
接

施
設
に
申
し

込
み
ま
す
。

ケアマネジャー

介護支援専門員

認
定
結
果
の
通
知

6

介護保険サービスを利用する本人または
本人の家族が介護保険被保険者証を添え
て、市の窓口に要介護認定の申請を行い
ます。申請は居宅介護支援事業者や介護
保険施設、地域包括支援センターに代行
してもらうこともできます。
※健康保険証を提示してください。

※特別養護老人ホームは、原則要介護3～5の
方が対象。

非
該
当

要
支
援
１
・
２

要
介
護
１
〜
５

利
用
者
の
同
意

施
設
へ
の

相
談

★訪問介護（ホームヘルプサービス）
ホームヘルパーが家庭を訪問して、介護や家事等､身のま
わりの援助をします。
★訪問入浴介護
入浴車などで家庭を訪問し、入浴の介護を行います。
★訪問看護
看護師等が家庭を訪問し、療養上の世話等を行います。

★訪問リハビリテーション
専門職が家庭を訪問し、機能訓練等を行います。

★通所介護（デイサービス）・地域密着型通所介護
デイサービスセンターなどで､入浴､食事の提供､日常動作
訓練等のサービスを日帰りで利用できます。

★認知症対応型通所介護
認知症の高齢者がデイサービスセンターなどに通い、介
護や機能訓練等を受けられます。

★通所リハビリテーション（デイケア）
老人保健施設などに通い機能訓練を受けられます。

★短期入所生活介護（ショートステイ）
特別養護老人ホームなどに短期間入所し､日常生活の介
護や機能訓練が受けられます。

★短期入所療養介護（療養ショート）
老人保健施設や療養病床などに短期間入所し、医学的な
管理のもとで介護や看護､機能訓練が受けられます。

★認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
認知症の高齢者が介護職員と共同生活をしながら､入浴､
排泄､食事等の介護や機能訓練等を受けられます。

★特定施設入居者生活介護
有料老人ホーム等で､入浴､排泄､食事などの介護や機能
訓練が受けられます。

★小規模多機能型居宅介護
心身の状況に応じて､在宅か通いか短期入所かを選び､入
浴､排泄､食事等の介護や機能訓練等を受けられます｡

★福祉用具貸与
歩行器等の福祉用具を借りることができます。

★福祉用具購入費の支給
排泄や入浴に使われる用具の購入費が支給されます。

★住宅改修費の支給
手すりの取り付けや段差の解消のための､小規模な改修
の費用が支給されます。

★居宅療養管理指導
医師や歯科医師、薬剤師等が家庭を訪問し､療養上の管
理､指導を行います。

●居宅介護支援（ケアプラン作成等）
ケアマネジャーが本人の状態に合ったケアプランを立て、
サービスが適切に提供されるよう確認・調整をします。

●夜間対応型訪問介護
夜間にホームヘルパーが家庭を訪問し､入浴､排泄､食
事等の介護や日常生活の世話を行います。

●地域密着型特定施設入居者生活介護
小規模な有料老人ホームなどに入居している方が、日常
生活上の介護や療養上の世話を受けます。

●地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
小規模な特別養護老人ホームなどに入所している方が、
日常生活上の介護や療養上の世話を受けます。
●定期巡回・随時対応型訪問介護看護
日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が密接に連携し
ながら、定期巡回型訪問（数回）と随時訪問（通報・要請に
よる）の組み合わせによるサービスが行われます。
●看護小規模多機能型居宅介護
小規模多機能型居宅介護と訪問看護など、複数の居宅
サービスや地域密着型サービス（13種類のサービスのう
ち2種類以上）を組み合わせて提供します。

在宅サービス在宅サービス在宅サービス

●介護療養型医療施設（療養病床を有する病院など）
長期間にわたる療養や､医学的管理下での介護が必要な場合に入所します。
●介護老人保健施設（老人保健施設）
病状が安定し､家庭に戻れるように､リハビリを中心とする医療ケアと介
護を受けることができます。

●介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
日常生活に介護が必要で､在宅での適切な介護が困難な場合に入所し､必
要な介護を受けることができます。

●介護医療院
「長期療養のための医療」と「日常生活上の世話（介護）」を一体的に提供します。

施設サービス施設サービス施設サービス

介護予防サービスは「要支援状態にあってもその悪化をできる限り防ぐこと」を目的としたサービスです。
下記在宅サービスのうち､★印の付いているサービスの介護予防を目的としたサービスを利用できます｡
要支援1・2の方の訪問介護、通所介護に相当するサービス（★印）は、介護予防・日常生活支援総合事業を必要に応
じて利用できます。詳細はお住まいの地区の地域包括支援センターにお問い合わせください。

介護予防サービス介護予防サービス介護予防サービス

【要介護１～５の方が利用できるサービス】

【要介護１～５の方が利用できるサービス】

【要支援１・２の方が利用できるサービス】

要介護２以上の方がデイサービス・
デイケアを利用する際、階段が多
いため事業所による送迎対応が困
難であり、その要介護者が一定の
要件を満たす場合に玄関から送迎
車までの移送支援を行います。

65歳以上の方は、一般介護予防事業等の対象者となります。詳細はお住まいの地区の地域包括支援センターに
お問い合わせください。

市内の介護保険サービス事業者の情報については、多摩市介護保険
事業者情報検索システム「多摩市けあプロ・navi」または窓口で配布
している介護保険サービスの事業者名簿をご覧ください。

多摩市けあプロ・navi
左のバーコードから直接アクセスでき
ます。市公式HPの介護保険のページ
にもリンク先を掲載しています。

※原則要介護3～5の方

　要介護度別に介護保険からの支給限度額が｢単位｣
で決められており、その範囲内で利用した分のサー
ビス費用の1割から3割が自己負担となります。
　支給限度額を超えてサービスを利用することもで
きますが、超えた分については全額自己負担となり
ます。

●在宅（自宅）でサービスを
　利用する場合

●福祉用具購入費・住宅改修費
　利用者が一旦費用の全額を事業者に支払い、後日、自己負担
分を除いた金額が払い戻される方法（償還払い）と、利用者が費
用の自己負担分（1割から3割）を事業者に支払う方法（受領委任
払い）の2通りの方法があります。

※福祉用具の購入については､①販売事業者が都道府県の指定を受
けているか、②購入する品目が介護保険に該当するかどうかを必ず
事前に事業者に確認してください。
※住宅改修については、事前に市へ申請する必要があります。
※市への請求手続きには、必要な書類・要件がありますので、あらかじ
め市へお問い合わせください。

住 宅 改 修 の 範 囲
・手すりの設置　・段差の解消
・滑り防止、床材の変更 ・洋式便器への取替
・引き戸等への扉の取替（引き戸等の新設・扉の撤去含む）

　施設の種類別、要介護度別にかかる費用が決ま
ります。
　その費用の１割から3割と食費・居住費・日常生
活費等が自己負担となります。

●施設に入所する場合
　【要支援１・２と認定された場合は、
　　利用できません】

100,000円
（年間）
200,000円
（同一住宅）

※1単位≒10円（地域やサービスによって異なります）

介護保険で購入できる特定福祉用具
・腰掛便座（ポータブルトイレ・補高便座など）
・入浴補助用具（入浴用介助ベルト、シャワーチェア、浴槽台など）
・自動排泄処理装置の交換可能部品 ・簡易浴槽
・移動用リフトのつり具の部分　・排泄予測支援機器

支給限度額（※）

市町村特別給付
「移送支援サービス」

自己負担

利用額の
1割から3割

サービス費用の
1割から3割

自己負担額
要支援1
要支援2
要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5

要介護度
5,032単位
10,531単位
16,765単位
19,705単位
27,048単位
30,938単位
36,217単位

福祉用具（ポータブルトイレ、
入浴補助用具など）の購入
住宅改修（手すりの設置、
段差の解消など）

サービスの種類 利用限度額

●合計所得金額※1　土地建物等の譲渡所得に係る特別控除額を差し引いて計算します。
●合計所得金額※2　公的年金等に係る雑所得金額及び土地建物等の譲渡所得に係る特別控除額を差し引いて計算します。
●税制改正により令和3年度から給与所得控除、公的年金等控除がそれぞれ10万円引き下げられ、基礎控除が10万円引き上げられま
した。介護保険制度では、合計所得金額等が調整され、この税制改正による影響で利用者負担割合が上がることはありません。

　介護サービスを利用するときは、介護保険負担割合証に記載されている利用者負担割合に応じてサービス費用のうち
1割から3割までのいずれかが利用者の負担となります。利用者負担割合は、65歳以上の方は1割または一定以上の所得
のある場合は2割、特に所得の高い方については3割です。40～64歳の方は１割です。
　収入に応じて負担割合が決まり、利用者負担割合が記載された介護保険負担割合証が発行されます（下図参照）。
　介護保険負担割合証は、介護サービスを利用される際に介護保険被保険者証と併せてサービス提供事業所に提示して
ください。

本人の合計
所得金額※１が
220万円以上

本人の合計
所得金額※１が
160万円以上
220万円未満

本人の合計所得金額※１が160万円未満

負
担
割
合
の
判
定
方
法

3割
負担

2割
負担

1割
負担

歳
以
上
の
方

40～64歳の方

65

 住民税非課税の方
 生活保護受給者

同一世帯の65歳以上の方の合計所得金額※2＋年金収入の合計額が
　単身世帯で340万円以上、または２人以上世帯で463万円以上

同一世帯の65歳以上の方の合計所得金額※2＋年金収入の合計額が
　単身世帯で280万円以上340万円未満、
　または２人以上世帯で346万円以上463万円未満

同一世帯の65歳以上の方の合計所得金額※2＋年金収入の合計額が
　単身世帯で280万円以上、または２人以上世帯で346万円以上

同一世帯の65歳以上の方の合計所得金額※2＋年金収入の合計額が
　単身世帯で280万円未満、または２人以上世帯で346万円未満

■申請からサービス利用までの手順 日常生活に介護や支援が必要になったら ■利用できるサービス ■介護保険の自己負担は1割から3割です




